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１ 目的 

本方針は、「横浜市立大学における内部質保証に関する基本方針」（以下、「基本

方針」とする。）に基づき、横浜市立大学（以下、「本学」という。）の教育に関す

る内部質保証について、必要な事項を定める。 

 

２ 対象 

 本方針の対象は、基本方針別表にある以下組織とする。 

内部質保証の分野 実施組織 実施組織の長 

大項目 小項目 

教育 教育プログラム 学部・研究科 学部長・研究科長 

共通教養 共通教養運営会議 共通教養長 

領域横断型プログラム 各プログラムの管理部会 管理部会長 

リカレント教育プログラ

ム 

各リカレント教育プログ

ラムを実施する研究科 

研究科長 

 

３ 推進体制 

（１）教育研究上の基本となる組織（学部、研究科等）が実施する教育プログラムに

ついて、人材育成目標・学位授与方針（ディプロマポリシー）、教育課程編成

方針（カリキュラムポリシー）、入学者選抜方針（アドミッションポリシー）

を踏まえた継続的な自己点検・評価を行い、全学的な教育の質の向上と担保を

図るため、教育研究上の基本となる組織に内部質保証の責任者を置く。 

（２）各組織の責任者は、学部長、研究科長又は共通教養長とする。 

（３）各組織のモニタリングとプログラム・レビューの実施にあたっては、組織ごと

に教育プログラム自己点検評価部会を設置する。 

（４）教育プログラム自己点検評価部会の部会長は、副学部長、専攻長、副研究科長、

副共通教養長又は部門長とする。 

（５）教育プログラム自己点検評価部会は、部会長、自己点検・評価責任者、及び教

育研究上の基本となる組織において教務、入試、キャリア支援、FD・SD等の委

員会委員を務める教員をもって構成する。なお、構成員は、実施組織の長の判

断により変更することができる。 

（６）高等教育推進センターは内部質保証の支援部門として、FD・SDの全学的な戦

略・実施、教学IRの全学的な戦略・分析、教育に係る自己点検・評価の支援を

行う。 

（７）高等教育推進センターは、各教育プログラムのモニタリングとプログラム・レ

ビューの推進にあたり、必要となるデータの収集・分析、FD・SDの企画・実施

等を担い、学部・研究科・共通教養を支援する。 

（８）高等教育推進センター並びに教学IR及びFD・SDの実施体制は別に定める。 



 

４ 手続き 

手続きについては、基本方針の内容を準用する。 

 

５ 自己点検・評価 

（１） 自己点検・評価を行う項目 

本方針は、基本方針１（１）の項目のうち、以下について取り扱う。 

① 教育研究上の基本となる組織に関すること。（特に、収容定員について） 

② 教育研究実施組織等に関すること。（特に、学部・研究科ごとに配置が必

要な教員数の確保及び授業科目の担当について） 

③ 教育課程に関すること。 

④ 卒業の認定に関する方針、教育課程の編成及び実施に関する方針並びに入

学者の受入れに関する方針に関すること。 

⑤ 学修成果の適切な把握及び評価に関すること。 

（２） 自己点検・評価の実施方法 

（１）の内容を自己点検・評価するため、高等教育推進センターは以下に関

する情報の収集・分析を行い、各組織に情報を提供する。各組織は高等教育推

進センターから提供された情報を基に、各組織に設置する教育プログラム自己

点検評価部会で自己点検・評価（毎年度のモニタリングと定期的なプログラ

ム・レビュー）を行い、改善が必要な項目に対する改善案の策定・実施を推進

する。なお、（１）④については（１）①～③、⑤の結果を踏まえ、総合的に

評価する。 

 

自己点検・評価項目 収集する情報 

教育研究上の基本となる組織に関する

こと。（特に、収容定員について） 
 在籍者数 

 収容定員充足率 

教育研究実施組織等に関すること。

（特に、学部・研究科ごとに配置が必

要な教員数の確保及び授業科目の担当

について） 

 組織に配置された教員数 

 主要授業科目数 

 主要授業科目の専任教員担当率 

教育課程に関すること。  科目数 

 科目の開講状況 

 学修時間 

 成績評価実施状況 

 授業アンケート 

 各教育プログラムの履修者数、修了者数 

 カリキュラムマップ 

 シラバス 

 学生アンケートの結果（授業アンケー

ト、全国学生調査、卒業時アンケート、

卒後アンケート等） 

学修成果の適切な把握及び評価に関す

ること 

 学位の取得状況  



 学生アンケートの結果（授業アンケー

ト、全国学生調査、卒業時アンケート、

卒後アンケート等） 

 進路の決定状況等の卒業後の状況（進学

率や就職率等）  

 修業年限期間内に卒業する学生の割合、

留年率、中途退学率  

 


